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第１章 事業継続計画の基本的な考え方 

１ 事業継続計画（ＢＣＰ）策定の目的と想定する災害 

 大分県は、１１０万人の人口を擁し、大地震による県内の人的被害想定は負傷者が６

千人を超え甚大です。県民の生命を守るために病院に求められる役割は重要であり、災

害時であってもその医療機能を継続させることは、災害拠点病院である大分県立病院の

責務です。 

 ＢＣＰ（Business Continuity Plan：ビジネス コンティニュイティ プラン）を策定する

ことにより、大災害の発生時であっても病院としての機能を維持し、患者や地域住民か

ら求められる役割を適切に果たすことができます。 

このＢＣＰの考え方の基本は、受けるダメージをできるだけ少なく抑えて事業を継続、

復旧するため、リスク管理の立場から、事前に「不測の事態」を分析し、自らの施設の

脆弱な点を洗い出し、その弱い部分を補うよう備えておくことです。言い換えれば、病

院機能維持のための準備体制、方策をまとめた計画といえます。 

 企業のＢＣＰと比較すると、医療機関のＢＣＰの特徴は、災害に伴う負傷者への対応

「緊急医療」が必要となり、求められる業務量は平時より増加する点です（下図参

照）。従って、医療機関においては企業以上に事前の対策が重要となります。 

 

災害時に特に大きな役割を担う災害拠点病院にあっては、平常時とは比べものにならな

い数の傷病者が来院することが想定されるため、医療サービスを停止することは許され

ません。災害時の病院における事業の中心は病院機能を維持したうえでの被災患者を含

めた患者すべての診療であり、それらは、発災直後からの超急性期（初動期）、急性

期、その後の亜急性期へと変化する事業再開までの３つのフェーズにおいて継ぎ目な

く、可能な限り円滑に行われるべきであり、病院の被災状況、地域における病院の特

性、地域のニーズの変化に耐えうるものでなければなりません。このために病院機能の

損失をできるだけ少なくし、機能の立ち上げ、回復を早急に行い、被災患者の診療を継

続的に実施するための計画（ＢＣＰ）に沿ったマニュアル作りが求められています。 
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本計画で想定する災害は、病院機能を維持しつつ被災者の診療を行うという本計画の

目的に鑑み、浸水と地震の２つの災害とします。なお、大規模地震等により最寄りの原

子力発電所で事故があったときの当院の対応は、本県が策定した「大分県原子力災害対

策実施要領」に基づく県の要請に応じるものとなります。そのなかでは、当院が単独で

原子力発電所の事故に対応することが想定されておらず、また、要請の内容も具体的な

ものではないため、今後具体化される県の要請内容によって当院の対応を検討していく

こととします。 

また、他にも病院機能が制限されるか、多数傷病者の発生が予想されるものとして、

火災、ＳＡＲＳなどの感染症の蔓延、テロ、化学工場事故などの災害が想起されます

が、このうち、火災と感染症については関係部署によるマニュアル作成及び訓練が実施

されているため本計画では考慮しないこととします。しかし、火災又は感染症等の被害

が甚大で病院全体に影響が及ぶおそれのあるとき、またテロなどその他の災害時には、

本計画に準じて事業継続性の判断を行い、事業を継続する場合は、各フェーズで必要と

なる業務を実施します。 

 

 

 

本計画で想定する災害は、病院機能を維持しつつ被災者の診療を行うという本計画の

目的に鑑み、浸水と地震の２つの災害とします。なお、大規模地震等により最寄りの原

子力発電所で事故があったときの当院の対応は、本県が策定した「大分県原子力災害対

策実施要領」に基づく県の要請に応じるものとなります。そのなかでは、当院が単独で

原子力発電所の事故に対応することが想定されておらず、また、要請の内容も具体的な

ものではないため、今後具体化される県の要請内容によって当院の対応を検討していく

こととします。 

また、他にも病院機能が制限されるか、多数傷病者の発生が予想されるものとして、

火災、ＳＡＲＳなどの感染症の蔓延、テロ、化学工場事故などの災害が想起されます

が、このうち、火災と感染症については関係部署によるマニュアル作成及び訓練が実施

されているため本計画では考慮しないこととします。しかし、火災又は感染症等の被害

が甚大で病院全体に影響が及ぶおそれのあるとき、またテロなどその他の災害時には、

本計画に準じて事業継続性の判断を行い、事業を継続する場合は、各フェーズで必要と

なる業務を実施します。 

 

 

 

 

 

フェーズⅡ（急性期） フェーズⅢ（亜急性期）

直ちに １時間以内 １時間～６時間 ６時間～２４時間 翌日～3日 4日～7日 8日～1月

安全確保

初期消火

院内放送

避難誘導

入院中重症患者等の
治療継続

ライフライン、施設、設
備等の院内被害確認

職員の安否確認

患者の状況確認

災害情報の収集

受入体制の整備

医療継続のための必
要資機材等の確認

傷病者の受入

重症者の広域搬送

応援要請

要員確保

物資調達

食事提供

医療用資機材
（不足分）の調達

応急診療

退院調整

必要物品の要請・調達

交代要員の確保

通勤困難職員への対応

一般診療の再開

フェーズⅠ（超急性期）

事業継続計画（ＢＣＰ）
災害対応マニュアル
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２ 事業継続性の判断 

 ＢＣＰの目的はいかに事業を継続していくかということにあります。一方で災害が多

発、甚大化の傾向にある近年の状況を鑑み、被災の状況によっては事業の継続が不能と

なる場合も想定しておく必要があります。そこで、病院事業の継続についての判断手順

を定めておくこととします。 

（１）事業継続の判断権者 

下記により、病院避難の判断は局長が行うこととし、多数傷病者の受入決定の判断は

院長が行うこととします。 

事項 判断権者 根拠 

病院事業の企画及び運営に関する事務 

二 重要な事務の計画及び実施方針の決定に関

すること。 

局長 

大分県病院局事務決裁規程 

別表第一第一項 

休診日若しくは診療時間を変更し、又は臨時に

休診日を定めること。 

緊急に診療を必要とする場合は、診療時間外又

は休診日においても診療を行うことができる。 

院長 

大分県立病院の管理に関する

規程第二条第四項 

 

（２）被災情報の報告 

発災時、又は施設・設備に重大な損傷を受けたときは、各部署の責任者（下表※）は

下記①から⑤について災害対応マニュアルの様式を使用して状況を報告するとともに、

部署の事業を継続するか、避難が必要かについて現場の意見を併せて報告します。   

情報集約担当部署は情報を取りまとめ、院長に報告します。 

①患者・見舞客及び職員に死傷者が出ている。 

②施設設備の損傷が著しく、放置すれば死傷者が発生する可能性が高い。 

③施設及び重要設備（重要備品を含む）の損傷が著しく診療ができない。 

④重要なライフライン（電気、水、医療ガス）の供給が停止している。 

⑤その他明白かつ差し迫った危険があり病院事業を継続できない。 

  

部署 報告者 
情報集約担当部署（集約の流れ） 

時間内 時間外 

 

病棟、外来 

責任者※ 

（一報）患者調整班 

     ↓ 

（集約）情報対策室 

 

 

災害対策本部 

（３階講堂） 

 

 

暫定対策本部 

（防災センター）  

上記以外の部署 

（一報）施設物品班 

     ↓ 

（集約）情報対策室 

※病棟、外来については原則師長を責任者とする 
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（３）局長への報告 

 院長は、院内の被災状況に関する情報を集約した結果、事業継続が不能になる事態が

予想されると院長が判断した場合には、局長に内容を報告し、避難についての最終判断

を仰ぎます。 

 院長が登院不能な場合、副院長又は事務局長が関係者と協議したうえで事業継続が不

能になる事態が予想されると判断したときは局長に報告します。この場合、院長には事

後報告とします。ただし、院長の登院までに患者、職員の生命や身体に危機が差し迫っ

ていることが明白であり（明白性）、病院から在院者を避難させる時機が切迫している

（急迫性）状況となっている場合は、副院長又は事務局長が院内に避難を指示すること

とし、局長、院長には事後報告することとします。 

 暫定対策本部長も、前述の明白性と急迫性がある場合に限り、避難指示をすることと

し、その場合は局長、院長に事後報告することとします。なお、明白性と急迫性がない

場合は、院長が登院するまで避難の判断は留保するものとし、院長が登院不能な場合で

あれば上に述べたとおり副院長等の登院を待って判断を委ねます。 

 なお、局長及び院長との連絡手段は複数用意しておき、迅速な伝達に努めます。 

 

（４）判断の基準 

 被災情報の集約にあたっては以下の観点から総合的に事業継続性を判断します。 

①患者・見舞客及び職員に死傷者が出ており、傷病者の受入不可。 

②施設設備の損傷が著しく、放置すれば死傷者が発生する可能性が高い。 

③施設及び重要設備（重要備品を含む）の損傷が著しく、かつ迅速な修繕が不可能で

あるため診療不可。 

④重要なライフライン（電気、水、医療ガス）の供給が停止しており、かつ復旧又は 

補充の見通しが立たない。 

⑤院外の被災状況、職員の安否状況から職員が参集できず、病院事業を継続するため 

に必要な数の医療スタッフが確保不可。 

⑥その他明白かつ差し迫った危険があり病院事業を継続不可。 

 

（５）ＢＣＰコアメンバーの選出 

 院長は事業継続性を判断する際、必要に応じて管理会議等のメンバーを基本としてコ

アメンバーを選出します。コアメンバーは院長とともに集約した情報から対応方針を協

議するなど、院長を補佐する役割を担います。 

 コアメンバーの選出は院長が行いますが、院長が登院不能な場合は副院長が選出する

ことも可能とします。 
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（６）避難の決定 

 局長は、院長等（以下「報告者」という。）からの報告を受けて事業継続性を判断

し、事業継続、一部病棟等の避難、病院避難のいずれかの対応を決定し、報告者に伝え

ます。 決定後、報告者は院内放送にて全職員に周知し、情報対策室はＥＭＩＳへの入

力を行い、総務班総括は県災害対策本部を通じて知事への伝達を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

病院名 被災事案 建物等の被害状況 判断時期 判断基準 判断者 備考

きぬ医師会病院
常総水害
（河川氾濫）

浸水床上１ｍ
停電・断水・固定電話不
通・空調や吸引配管使用不
可

5:30（翌日）
　鬼怒川堤防決壊12:50
　病院敷地内浸水15:30
　院内浸水　　　16:00

・停電し、非常電源の燃料切れ
　まで１２時間程度だった
・上下水道使用不可
・吸引配管使用不可
・酸素供給設備使用不可
・薬局厨房使用不可

院長、副院長、
事務長、看護部
長の合議

・合議は主要メンバーが
　院内に残っていたため
　可能であった。

小千谷総合病院
新潟中越地震
（直下型地震）

本館（病棟）給水管破断に
よる漏水により１～２階、
５～７階が浸水
検査棟全壊
停電・断水・固定電話不
通・酸素、ガス供給停止

発災直後
（発災時17:56）

・ライフラインが停止し医療機
　能の維持が困難
・天井が壊れ、壁が落ち、給水
　管が破断し浸水した病棟より
　早急に患者を非難させる必要
　あり

各病棟の看護師

・土曜日夕方の発災で管
　理者が不在
・まず病棟から外来エン
　トランスに避難（一次
　避難）
・翌日他病院へ避難（二
　次避難）

川崎医科大付属病院
病院火災
（火災）

全病棟停電（非常電源装置
も一時停止）

発災直後
（発災時12:15）

－
院長以下１０名
の運営委員

・発表文書上では判断基
　準は不明

東熊本病院
熊本地震
（直下型地震）

ＤＭＡＴより建物倒壊の恐
れありと勧告
停電・断水・固定電話不
通・酸素、ガス供給停止

4/15 21:20
（発災時4/14 21:26）

・建物倒壊の危険
・停電中で有り、かつ発電機の
　燃料が少なくなった

理事長（副院
長、診療科部長
と電話で協議）

・前震4/14 21:26
　本震4/16  1:45

志津川病院
東日本大震災
（津波）

４階まで浸水
停電・断水・電話不通（ラ
インのみ可）・酸素、ガス
供給停止

－

・津波により病院としての機能
　が完全に停止
・スタッフ・患者に多くの死者
　が出た

－

・病院の被害状況から管
　理者の判断を待つまで
　もなく診療機能が麻痺
　した状況であった。

【参考】他の病院における病院避難の具体例

（参考：福田幾夫編「病院からの全患者避難～災害医療フォーラム全講演」（（株）医療ジャーナル社発行）））
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第２章 非常時優先業務 

１ 非常時優先業務選定の考え方 

 災害発生時の人的・物的資源が制約された状況で業務を継続するため、部署別に発災

時に取り組むべき非常時優先業務の着手時期、目標復旧時間を設定しておくこととしま

す。 

 

 

 

 

２ 非常時優先業務と事業継続計画（ＢＣＰ） 

（１）非常時優先業務（総括表） 

①発災直後～１時間に着手すべき事項 

 

対　　　　応 主担当 着手時期 目標時間

１　患者治療及び人命救助を最大限優先する。

消火・救出 火災消火活動 全職員 直ちに 直後～20分

エレベーター状況確認 防災センター 直ちに 直後～20分

閉じ込め者の救出 防災センター 直ちに 直後～20分

初動 震度･津波情報確認 災害対策本部 直ちに

院内放送 災害対策本部 直ちに

避難誘導 全職員 直ちに

危険物箇所状況確認 エネルギーセンター 直ちに 直後～20分

建物被害状況確認・緊急保全 防災センター 直ちに

職員安否確認 各安否確認責任者 直ちに ～1時間　…随時

人工呼吸器患者状況確認 看護部 直ちに

重症病棟患者状況確認 看護部 直ちに

一般入院患者状況確認 看護部 直ちに

手術患者状況確認 手術部 直ちに

外来患者状況確認 外来 直ちに

２　寸断なく医療提供を行う。

救急外来での重症患者治療 救急外来 直ちに

ＩＣＵ等入院中の重症患者治療 診療科部 直ちに

中断できない診療･治療継続 診療科部 直ちに

麻薬･手術･透析等治療中患者治療継続 診療科部 直ちに

インフラ被害状況(電気･ガス･水道)確
認・緊急保全

エネルギーセンター 直ちに

通信手段状況確認・緊急保全 エネルギーセンター 直ちに 直後～1時間

自家発電装置稼動確認 エネルギーセンター 直ちに 直後～20分

IT機器（ＰＣ･サーバー)状況確認 電算室 直ちに

医療設備・資材状況確認及び緊急保全 ＭＥセンター 直ちに 直後～1時間

電子カルテ･部門システム状況確認 電算室 直ちに 直後～1時間

医療ガス設備状況確認 エネルギーセンター 直ちに

医薬品状況確認 薬剤部 直ちに

医療機器(一般撮影装置､ポータブルＸ
線装置､ＣＴ､心電計､超音波)状況確認

放射線技術部 直ちに

検査機器(生化学分析装置､血液ガス分
析装置)状況確認

臨床検査技術部 直ちに

３　災害拠点病院として地域の医療提供の核となる

体制構築 災害対策本部要員参集、設営 災害対策本部 直ちに 直後～20分

対応方針決定(トリアージポスト設置、
診療ほか事業継続性の判断、患者受入)

災害対策本部 直ちに ～1時間

診療提供能
力の把握

患者の状況
把握

バイタルサ
イン安定化
のための継
続治療

項　目

院内の状況
把握

ＢＣＰにおける業務選定の基本方針 

１患者治療及び人命救助を最大限優先する。 

２寸断なく医療提供を行う。 

３災害拠点病院として地域の医療提供の核となる。 
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②発災１時間後～６時間以内に着手すべき事項 

 

対　　　　応 主担当 着手時期 目標時間

１　患者治療及び人命救助を最大限優先する。

危険箇所への侵入防止措置 防災センター 1時間～3時間

被害拡大防止(飛散物等危険物撤去等) 全職員 1時間～3時間

同位元素の安全な場所への移動･管理区
域の設定

放射線技術部 1時間～3時間

ＥＭＩＳへの入力 災害対策本部 1時間～

本庁(県災対本部)等への状況連絡･連携 災害対策本部 1時間～

２　寸断なく医療提供を行う。

輸血 輸血部 1時間～

滅菌準備 中央材料室 1時間～

滅菌(不可能な場合はﾃﾞｨｽﾎﾟ製品使用) 中央材料室 1時間～

物品の払い出し 会計管理課 1時間～

手術前準備 中央材料室 1時間～

一般撮影業務 放射線技術部 1時間～

ＣＴ撮影業務 放射線技術部 1時間～

ポータブル撮影 放射線技術部 1時間～

生化学検査 臨床検査技術部 1時間～

血液検査 臨床検査技術部 1時間～

血液ガス測定 臨床検査技術部 1時間～

心電図検査 臨床検査技術部 1時間～

システム稼働･システム停止時の代替手
段(紙カルテ､処方箋）の構築

情報システム管理室､

医事・相談課

診療情報管理室
1時間～

ガス設備の稼動 エネルギーセンター 1時間～

上水設備の稼動(給水対応含む) エネルギーセンター 1時間～

代替通信手段(衛星携帯電話､ﾄﾗﾝｼｰﾊﾞｰ)
の稼動

災害対策本部 1時間～

緊急輸送車両確認標章の申請 災害対策本部 1時間～

自家発電燃料在庫確認･調達手段確保 災害対策本部 1時間～

緊急食料在庫確認･調達手段確保 災害対策本部 1時間～

緊急飲料水在庫確認･調達手段確保 災害対策本部 1時間～

医療機器の状況確認･調達手段確保 災害対策本部 1時間～

診療材料の状況確認･調達手段確保 災害対策本部 1時間～

血液製剤の状況確認･調達手段確保 災害対策本部 1時間～

各種医薬品の在庫確認･調達手段確保 災害対策本部 1時間～

医療用ガスの状況確認･調達手段確保 災害対策本部 1時間～

３　災害拠点病院として地域の医療提供の核となる

新設ポストの設置指示(院内放送) 災害対策本部 ～1時間

新設ポスト（ﾄﾘｱｰｼﾞ、赤、黄、緑、
黒）の設営

担当部署 ～1時間

病床状況の把握 災害対策本部

院外へ転院調整 災害対策本部

手術可否把握 災害対策本部

重症患者への対応 診療科部 1時間～

中等症患者への対応 診療科部 1時間～

軽症患者への対応 診療科部 1時間～

医薬品処方・調剤 薬剤部 1時間～

受入者名簿作成 医事･相談課 1時間～

診療活動記録 医事･相談課 1時間～

応援の要請（EMIS・県災対本部） 災害対策本部 1時間～

院外ＤＭＡＴの受入れ 災害対策本部 1時間～

項　目

安全確保

外部連携体
制の整備

応援要請･受
入れ

ライフライ
ン維持･復旧

医療基盤維
持のための
業務

調達

多数傷病者
受入体制整
備

緊急医療

医事
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③発災６時間後～２４時間以内に着手すべき事項 

 

④翌日以降４８時間以内に着手すべき事項

 

対　　　　応 主担当 着手時期 目標時間

１　患者治療及び人命救助を最大限優先する。

食事 備蓄品の配布 栄養管理部

流動食･特殊食対応 栄養管理部

３　災害拠点病院として地域の医療提供の核となる

緊急医療 トリアージの実施（各ポスト） 災害対策本部 6時間～

重症患者への対応（赤ポスト） 災害対策本部 6時間～

中等症患者への対応（黄ポスト） 災害対策本部 6時間～

軽症患者への対応（緑ポスト） 災害対策本部 6時間～

死亡患者への対応（黒ポスト） 災害対策本部 12時間～

搬送先との調整 災害対策本部 6時間～

搬送手段の確保 災害対策本部 6時間～

ヘリポート動線の確保 防災センター 6時間～

救急車動線の確保 防災センター 6時間～

避難所への移動経路の確認 災害対策本部 6時間～ ～7時間

避難所への誘導 災害対策本部 6時間～ ～7時間

項　目

搬送(重症
者)

避難者･帰宅
困難者対応

対　　　　応 主担当 着手時期 目標時間

１　患者治療及び人命救助を最大限優先する。

ライフライ
ン維持･復旧 エレベーターの復旧 エネルギーセンター 24時間～

２　寸断なく医療提供を行う。

糖尿病患者の治療 診療科部

透析患者の治療 診療科部

酸素療法患者の治療 診療科部

甲状腺疾患等の患者の治療 診療科部

抗がん剤治療中の患者の治療 診療科部

妊婦･新生児へのケア 看護部

意思疎通の困難な患者のためのケア 看護部

非番者の安否確認､招集 災害対策本部

勤務ローテーションの検討指示 災害対策本部

仮眠スペースの設営 災害対策本部 24時間～

仮設シャワーの対応 災害対策本部

毛布の対応 災害対策本部

３　災害拠点病院として地域の医療提供の核となる

移送対象者の確定 災害対策本部

搬送手段の確保 災害対策本部

搬送実施 災害対策本部

死亡確認 診療科部

診断書作成 医事･相談課

安置 看護部

引き取り手続き 医事･相談課

搬送 医事･相談課

慢性期症状患者への処方 診療科部

透析患者への対応 診療科部

酸素療法患者への対応 診療科部

遺体の確認

急を要する
外来診療の
再開

項　目

症状安定化
のための治
療

勤務基盤確
保

搬送(重症者
以外)
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（２）災害対策本部の業務

 

Ⅱ

(急性期)

直ちに ～20分 20分 30分 1時間 6時間 24時間 72時間 4～7日

病院業務継続性の判断 ○

本部会議の運営（開催時間決定、通知） ○

災害対策本部内パソコンの設置､通信確認 ○

院内ＩＴの被災状況確認 ○

「災害用担当一覧」(各部署責任者の連絡
先)の作成､配布

○

災害対策本部　総合窓口 ○

県内被災地全体の情報把握 ○

地域の被災情報 ○

院内情報の把握､対応の周知 ○

報道対応（総務経営課長が対応） ○

外部関係機関への報告､情報提供等(ＥＭ
ＩＳ、各種要請)

○

ＤＭＡＴチームの受入れ時の対応 ○

ＤＭＡＴ派遣時の調整 ○

その他ＤＭＡＴに関する業務 ○

患者調
整班

患者情報の管理 ○

職員班 在院職員の把握 ○

勤務状況把握 ○

職員の安否確認集約 ○

職員負傷者情報 ○

職員の配置部署決定(医師､看護師以外の
職員の配置部署決定)

○

職員配置調整 ○

職員交代勤務計画の作成指示 ○

職員休憩場所､仮眠場所の設置 ○

施設物
品班

火災消火活動､エレベーター等閉じ込め者
の救出活動の状況把握

○

危険物､危険箇所等の確認 ○

緊急保全 ○

非常電源への切り替え ○

被災情報集約(ライフライン､建物､施設) ○

医療用資機材情報集約 ○

災害倉庫保管物品の管理､引渡し ○

職員の食糧確保及び配布 ○

職員住宅の被災状況把握 ○

産業廃棄物(感染性廃棄物)の適正管理 ○

情報対
策室

災
害
対
策
本
部

本部長
副本部長

担当 業務内容
Ⅰ(超急性期) 津波警報

・
・

・
・
・
・
・

・
・
・
・
・

・
・

・

・

・
・
・

・

・
・

・
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（３）医師・歯科医師の非常時優先業務と事業継続計画 

  

（４）看護部の非常時優先業務と事業継続計画

 

フェーズ フェーズⅠ(超急性期)
フェーズⅡ
(急性期)

業務内容 ただちに 1時間以内 1～6時間
6～24時間

以内
24～72時間

以内
4～7日

安全確保･医師の人員の確認開始､新
設エリアの立ち上げと活動

○

入院患者の安全確保、外来患者の安
全確保

○

医師の再分配・シフト体制(休憩時間
の確保)の検討

○

医師の安否確認･新設エリアでの受入
体制の整備・受入活動

○

○
新設部門での診療の継続･外来診療復
旧

病棟責任医師を決定する ○

・・・

・・・

フェーズⅡ
(急性期)

フェーズⅢ
(亜急性期)

業務内容 1時間以内 3時間以内 24時間以内 72時間以内 4～7日 8～30日

部署内の指揮命令系統の確認(スタッフステーションに集合) ○

安全確認後､「所属別行動計画（アクションプラン）」で行動 ○

自分自身の安全確保 ○

スタッフの安全確保 ○

避難準備（避難の可否） ○

入院患者数 ○

閉じ込め者の確認･救出 ○

患者負傷状況(死亡･重症･中等症･軽症) ○

その他在院者数(家族･面会者等)と負傷状況(死亡･重症･中等
症･軽症）

○

在職員数(看護師･看護補助者等)と負傷状況(死亡･重症･中等
症･軽症）

○

患者の移動レベル(坦送･護送･独歩) ○

患者の重症度(重症･要注意･呼吸器･血液浄化･ＰＣＰＳ･ＩＡ
ＢＰ･保育器)

○

生命維持装置装着・重症患者の安全管理 ○

患者の所在(手術中･検査中･血液浄化･外出･外泊･未確認) ○

転棟可能患者の把握(看護単位の整理) ○

転院･退院可能患者の把握 ○

大型医療機器作動状況(人工呼吸器･ＰＣＰＳ･ＩＡＢＰ･透析･
保育器)

○

医療ガスの供給(酸素･吸引) ○

避難経路の確認 ○

火災等の有無･消火活動 ○

電気の供給 ○

水道の供給 ○

壁･天井･床･窓ガラス等の被害 ○

建物内配管の破損(天井の水漏れ等) ○

固定電話使用可否 ○

フェーズ フェーズⅠ(超急性期)

業務区分

初
動

入
　
　
院

入
院
患
者
等
の
確
認

施
設
設
備
等
被
害
状
況

・・・
・・・
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フェーズⅡ

(急性期)

フェーズⅢ

(亜急性期)

業務内容 1時間以内 3時間以内 24時間以内 72時間以内 4～7日 8～30日

外来患者数 ○

閉じ込め者の確認･救出 ○

患者負傷状況(死亡･重症･中等症･軽症) ○

在職員数(看護師･看護補助者等)と負傷状況(死亡･重症･中等
症･軽症）

○

介助の必要な方の搬送 ○

避難誘導 ○

医療ガスの供給(酸素･吸引) ○

避難経路の確認 ○

火災等の有無･消火活動 ○

電気の供給 ○

水道の供給 ○

壁･天井･床･窓ガラス等の被害 ○

建物内配管の破損(天井の水漏れ等) ○

固定電話使用可否 ○

糖尿病患者の対応と治療 ○

透析患者の対応と治療 ○

酸素療法患者の対応と治療 ○

甲状腺疾患等の患者の対応と治療 ○

抗がん剤治療中の患者の対応と治療 ○

妊婦･新生児への対応と治療 ○

意思疎通の困難な患者のための対応と治療 ○

対象者の確定 ○

搬送手段の確保 ○

搬送実施 ○

死亡確認 ○

診断書作成 ○

安置 ○

引き取り手続き ○

搬送 ○

新規入院患者のベッドの確保とコントロール ○

職員及び家族の被災状況の把握 ○

看護師の勤務交代､勤務計画の作成 ○

ＤＭＡＴ隊員の派遣

心のケア

管

理
的
業
務

フェーズ フェーズⅠ(超急性期)

外
　
　
来

外
来
患
者
等
の
確
認

施
設
設
備
等
被
害
状
況

そ
の
他

患

者

さ

ん

の

安

全

管

理

と

症

状

安

定

化

の

た

め

の

治

療

搬
送

遺
体
の
確
認

業務区分

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・



 

- 12 - 

（５）薬剤部の非常時優先業務と事業継続計画 

 

フェーズⅡ

(急性期)

フェーズⅢ

(亜急性期)

業務内容 1時間以内 3時間以内 24時間以内 72時間以内 4～7日 8～30日

職員の安全確保 ○

火災･被害状況の確認､初期対応 ○

医薬品の状況確認(調剤室･薬品倉
庫)

○

大型医療機器(錠剤分包器等)の被害
状況確認

○

災害対策本部への報告(第一報:人
的･物的被害)

○

入院中患者への緊急医薬品払出 ○

各エリア初期配置医薬品の取り揃え ○

医薬品の状況確認(県災害備蓄医薬
品)

○

入院･各エリアへの医薬品等の搬送 ○

各エリアへの救急カート･初期配置
医薬品の配備

○

入院中患者への緊急医薬品払出継続 ○

入院･各エリア不足医薬品の払出継
続

○

各種医薬品の在庫確認 ○

各種医薬品の調達手段確認･調達
(県災害対策本部､医薬品卸等)

○

各エリアの救急カート･初期配置医
薬品の確認

○

各エリアでの医薬品使用状況確認 ○

各エリアでの不足医薬品の供給 ○

トリアージ、初期診療ポストの患者
搬送

○

参集職員の把握 ○

職員､家族の被災状況の確認 ○

職員の勤務交代､勤務計画の作成 ○

管
理
的
業
務

フェーズ フェーズⅠ(超急性期)

業務区分

応
急
対
策
業
務

初
動

初
動
後

調
剤
室

エ
リ
ア
薬
剤
師

薬
剤
部
・
薬
剤
Ｓ
Ｐ
Ｄ

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・
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（６）放射線技術部の非常時優先業務と事業継続計画  

 

 

 

フェーズⅡ
(急性期)

フェーズⅢ
(亜急性期)

業務内容 1時間以内 3時間以内 24時間以内 72時間以内 4～7日 8～30日

自身の安全確保 ○

担当部署患者安全確認および確保 ○

患者の避難誘導(検査中) ○

機器被災状況の確認 ○

責任者の選出 ○

責任者の報告および現場指揮所の設営 ○

被災情報の収集 ○

２次災害の予防 ○

人員の確保 ○

検査に必要な物品の確認と確保 ○

状況確認･報告 ○

Ｘ線装置の動作確認 ○

ポータブルＸ線撮影装置の準備 ○

画像表示系の準備 ○

ＭＲＩ装置の使用可否の決定 ○

ＣＴ装置の動作確認 ○

放射線安全管理に関する事項の報告 ○

放射線照射装置および放射線照射装置
室の点検と関係省庁への報告

○

検査室の確保および設営 ○

検査室の確保および設営(放射線防護) ○

機械室の冷却装置の確認および確保 ○

放射線安全管理に関する事項の報告 ○

トリアージ、初期診療ポストの患者搬
送

○

在院職員名簿の作成 ○

在院職員数と配置状況の確認 ○

職員負傷者情報の確認 ○

対策本部との情報共有 ○

被災時の検査画像･データのホストへ
の転送

○

被災装置の点検､修理依頼 ○

装置および機器の完全復旧 ○

フェーズ フェーズⅠ(超急性期)

区分

初動

初動後

・・・

・・・

・・・

・・・
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（７）臨床検査技術部の非常時優先業務と事業継続計画

 

 

フェーズⅡ
(急性期)

フェーズⅢ
(亜急性期)

業務内容 1時間以内 3時間以内 24時間以内 72時間以内 4～7日 8～30日

自身の安全確保 ○

担当部署患者安全確認および確保 ○

患者の避難誘導(検査中) ○

機器被災状況の確認 ○

責任者の選出 ○

責任者の報告および現場指揮所の設営 ○

被災情報の収集 ○

２次災害の予防 ○

人員の確保 ○

検査に必要な物品の確認と確保 ○

状況確認･報告 ○

ポータブル心電計の準備 ○

検査室の確保および設営 ○

輸血製剤保存機器の電源等の確認 ○

移植用造血幹細胞保存機器の電源等の
確認

○

輸血製剤の確認と報告 ○

追加製剤の搬入ルート確認 ○

トリアージ、初期診療ポストの患者搬
送

○

在院職員名簿の作成 ○

在院職員数と配置状況の確認 ○

職員負傷者情報の確認 ○

対策本部との情報共有 ○

被災時の検査画像･データのホストへ
の転送

○

被災装置の点検､修理依頼 ○

装置および機器の完全復旧 ○

区分

初動

初動後

フェーズ フェーズⅠ(超急性期)

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・
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（８）栄養管理部の非常時優先業務と事業継続計画 

 

 

フェーズⅡ

(急性期)

フェーズⅢ

(亜急性期)

業務内容 1時間以内 3時間以内 24時間以内 72時間以内 4～7日 8～30日

自身の安全確保 ○

避難経路の確保 ○

固定電話の通信状況確認 ○

在院職員の安否確認 ○

発災後の出勤者安否確認 ○

在宅職員の安否確認 ○

各エリアの被害状況の確認 ○

各エリアのライフラインの確認 ○

各エリアの調理機器類、配膳車等の
被害状況確認

○

専用エレベーターの可動確認 ○

災害対策本部との連絡 ○

備蓄食品､厨房内在庫食品の確認 ○

各パントリ内の備蓄食品確認 ○

発災後１食目の提供可能状況の確認 ○

エレベーター可動不可の場合の配膳
ルートの確認

○

エレベーター可動不可の場合の他部
門職員協力要請

○

パソコンの可動確認 ○

入院患者の食事一覧確認 ○

災害対策本部との連絡 ○

食材納入業者の搬入状況確認 ○

患者食提供の準備 ○

フェーズ フェーズⅠ(超急性期)

業務区分

初動

初動後

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・
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（９）事務局の非常時優先業務と事業継続計画

 

Ⅱ

(急性期)

直ちに ～20分 20分 30分 1時間 6時間 24時間 72時間 4～7日

火災消火活動 ○

院内滞在者の避難誘導 ○

閉じこめ者救出 ○

院内保育所(ひまわり保育園)へ避難連絡 ○

災害対策本部内(定点)の撮影
適時､院内の撮影

(○) ○

本庁（県災対本部）等へ状況連絡 ○

(自治体病院協議会大分県支部)相互応援
とりまとめ

○

震度・津波情報の確認 ○

安否確認（参集確認）メール一斉送信 ○

院内非常放送(本部設置､職員参集) ○

閉じこめ者救出指示 ○

ライフラインの確認 ○

医療ガスの確認 ○

建物損傷状況の確認 ○

院内非常放送(災害情報、安全確保) ○

（本部が動き出すまでの間)被災情報連絡
の記録（メモ）

○

災害対策本部の設営 ○

トリアージ、初期診療ポストの患者搬送 ○

医事班 患者､治療情報記録 ○

治療費の取扱説明書配布 ○

帰宅傷病者数把握 ○

問い合わせ対応窓口の設置 ○

安否情報の整理､保存 ○

身元不明者の情報管理 ○

津波警報解除後､避難者を院内に入れない
対応

○

ボランティア受入窓口の設置 ○

ボランティア受付 ○

ボランティアを各部署へ派遣 ○

ボランティア派遣状況の把握､監督 ○

患者相談支援
班

Ⅰ(超急性期)

総務班・会計班・

患者相談支援班

施設管理班

総務経営課
会計管理課

全職員

総務班

企画班

業務内容担当
津波警報

・

・
・

・
・
・
・

・
・
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第３章 業務継続計画体制の確保  

 地震発生時の業務継続体制を確保するためには非常時優先業務の実施に必要な人的・

物的資源の状況を分析し、不足が予測されるものについては対策の検討が必要です。 

 このうち、人的資源である職員の確保については、地震発生の時間帯により大きく左

右されることから、勤務時間内と勤務時間外とを分けて検討します。そのうえで、業務

に従事できる職員数を経過時間ごとに把握し、これを非常時優先業務の必要職員数と対

比することにより、業務目標開始時間ごとの過不足を算出し、必要に応じた応援体制を

検討します。 

１ 初動体制確保の方針 

 

     【災害レベルと参集基準】 

 

 人命救助は地震発生後７２時間が勝負といわれることから、直ちに在院者の安全確保

を行うとともに、被災状況の把握を開始し、被災者の救助・救援活動を迅速かつ的確に

実施する初動体制を速やかに確保します。 

 ①地震発生後直ちに（遅くとも１０分後）情報連絡体制を確保 

 ②地震発生後２０分後には、暫定災害対策本部を防災センターに設置し、初動体制を 

  構築 

 ③地震発生後１時間を目途に第 1 回の災害対策本部会議を開催 

  

※災害レベル0～2については、日当直従事職員で対応を適宜協議

災害
レベル レベル基準 概要

本部の
設置

職員
参集
範囲

3
災害対策本部の設置が
必要な大規模災害

県内のどこかで
震度６弱以上の地震

要
全
員

1
災害対策本部の設置が
必要な小規模災害

10名程度の重傷患者を受
け入れる可能性のある場
合

協議
１次
要員

0
院内職員で対応が可能
な程度の災害

下記以外の災害 不要
通常
体制

3
災害対策本部の設置が
必要な大規模災害

県内のどこかで
震度６弱以上の地震

要
全
員

2
災害対策本部の設置が
必要な中規模災害

10名を超える重傷患者を
受け入れる可能性のある
場合

協議
２次
要員

災害
レベル レベル基準 概要

本部の
設置

職員
参集
範囲

時間内

時間外
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本部長
（院長）

情報対策室

職員班 施設物品班患者調整班

副本部長
（事務局長）

２ 災害対策本部 

（１）災害対策本部の体制 

 災害対策本部が設置された場合は、図表のように組織し対応にあたります。 

 

 

 

 

 

 

 

 ＜本部長＞ 

  ●病院業務継続性の判断 

 ＜副本部長＞ 

●本部長の補佐、本部長不在時の代理 

●本部会議の進行 

＜情報対策室＞ 

  ●情報共有 

   ・災害の規模・範囲等 

   ・被害状況 

   ・地域の医療能力（医療機関の被災状況等） 

  ●ＥＭＩＳの入力 

  ●院外からの応援者（ＤＭＡＴ等）及び院外への応援者（ＤＭＡＴ派遣等）の応対 

  ●院内撮影（経緯記録） 

  ●マスコミ対応 ※ 原則、総務経営課長が対応 

   ・メディア待機場所/記者会見場 → 地域医療室 

   ・取材申し込みへの判断 → 本部長が決定する 

 ＜患者調整班＞ 

  ●患者情報の管理 

   ・病床状況把握 

   ・転院調整 

   ・手術可否把握 

  ●近隣からの避難者の受け入れ 

 ＜職員班＞ 

  ●職員の安否確認 

  ●新設ポストの人員配置（搬送班編成） 

  ●各部署の人員調整 

  ●勤務シフト作成 

  ●休憩、仮眠場所確保 
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 ＜施設物品班＞ 

  ●被害施設等の復旧 

  ●物品在庫管理 

  ●調達手段確保 

 

（２）災害対策本部の設置場所 

 ３階講堂 

  ※暫定対策本部は１階防災センター 

 

（３）災害対策本部会議の運営 

 院内での情報共有や災害対策本部としての判断・決定を行うため、適宜、災害対策本 

部会議を開催します。 

 災害対策本部会議には、本部長、副本部長および各班長が参加します。 

 災害対策本部会議の進行は、副本部長が行います。 

 

（４）災害対策本部会議の協議事項 

  災害対策本部会議での主な協議事項は以下のとおりです。なお、急を要する場合は、

災害対策本部会議の開催を省略して、本部長・副本部長が判断します。 

 ・新設ポストの設置、解散に関すること 

 ・非常時優先業務の進捗状況に関すること 

 ・大分県災害対策本部、医師会等からの要請に関すること 

  （ＤＭＡＴの派遣、患者の外部転送・受入等） 

 ・受援に関すること 

（ＤＭＡＴ派遣要請、要員・物資支援要請等） 

 ・災害対策本部の解散に関すること 

 

（５）災害対策本部の解散 

 本部長は、災害の危険が解消したと認めたとき、又は多数傷病者の受入がおおむね収

束したと認めたときは災害対策本部会議で協議したうえで解散を決定する。 

 

３ 職員の参集 

（１）勤務時間内の地震発生 

 ①地震発生時の行動 

 地震動が収束するまでの間、職員自身及び在院者の安全確保を図ります。収束後直 

ちに災害対策本部の第一次要員は講堂に集合し、その他の職員は通常業務を一旦停止 

し、初期消火、指揮命令の確認（責任者不在時の代理の選定）、在院者の状況確認 

及び避難誘導を行い各部署に集合します。 
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各部署は職員の安否情報及び参集状況、施設や設備の被災状況、患者状況、診療継 

 続の可否について災害対策本部に報告します。 

  院外にいる職員は自身の安全を確保し、可能であれば登院し各部署に参集します。 

 

 ②非常時優先業務の実施 

 執務室内や周辺の被災状況を確認し、書類等の片付けや電源の確保、パソコンの動 

作確認等により執務環境を整え、応急業務に着手します。 

  

 ③家族等の安否確認 

 電話による確認は回線へのアクセスの集中が予想されることから、電話以外の連絡 

手段（災害伝言ダイヤル、ＬＩＮＥ等）による安否確認方法を家族で確認しておきま 

す。 

 

（２）勤務時間外の地震発生 

①職員の緊急参集 

 休日、夜間等の勤務時間外に災害レベル３が発生した場合、職員は連絡を待たず、  

原則として徒歩又は二輪車（自転車、バイク）により参集します。 

 なお、津波による浸水の影響等を十分考慮し、最新情報の入手により的確な状況判 

断を行ったうえで職員自身の安全を確保して参集可能か判断し、通勤経路及び病院に 

浸水のおそれがないときには自家用車で参集できるものとします。 

 また、交通途絶等により病院に参集できない場合は連絡手段を確保して自宅等安全 

な場所で待機します。 

 

②職員の安否確認 

２次要員の参集が必要な災害レベル２の発生に備え、大分市内震度５強以上発生時 

に総務経営課企画班が職員にメールを一斉送信して安否確認、参集可能性の集約を行 

います。 

【安否確認体制図】 
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また、全職員の参集が必要な災害レベル３の発生時には各部署の責任者がメール未返

信者に連絡し、職員の安否情報と参集可否、参集状況を職員班に報告します。 

各部署の情報は職員班が取りまとめて災害対策本部長及び情報対策室に報告し、新設

ポストや各部署の人員調整に活用します。 

なお、安否確認手段は回線へのアクセス集中の影響が少ない携帯電話メールを用いる

こととし、事前に職員のメールアドレスを確認しておくとともにメール以外の連絡手段

を各部署で確認しておくなど必要な措置を講じます。 

 

４ 参集可能職員数 

勤務時間外に地震が発生した場合に参集が可能な職員数について、津波浸水予測調査 

の結果を前提に、沿岸部では地震発生後に津波が押し寄せて浸水するものと想定し、職 

員の居住状況を踏まえ、職員本人や家族の被災、交通事情等の条件を設定して予測しま

す。 

【前提条件、試算方法】 

①南海トラフなど広範囲を震源とするＭ９クラスの地震が発生し、大分市では震度６ 

強の揺れを観測する。大津波警報が発令され３ｍを超える津波（地震発生から８７分 

後に＋１ｍ波高の津波）が押し寄せると想定。 

②地震発生直後は、津波襲来等を勘案し、病院から３㎞以内に居住している職員が徒 

歩で参集する。その後、津波警報は発災後丸一日経過して解除されると想定し、解除 

後は徒歩又は二輪車等により参集する。沿岸部を通勤経路にしている職員は、浸水被 

害のないルートを選定して参集時間等を設定する。なお、高速道路は緊急車両が利用 

するため通行できないと想定。 

③地震発生から３日間は徒歩により参集するものとし、歩行速度は道路事情等を考慮 

して平常時（4km/h）より遅い 3km/h とする。 

④地震発生から３日目に職員参集率が８割に達すると想定。（2016 年熊本赤十字病院の例） 

職員数
（H30.5.1)

発災１時間以内 発災１～７２時間 発災３日目～１週間

職員参集率（注１） － １２％ ５０％ ８０％

職員参集数　合計 ６７３　名　 ８２　名 ３３５　名　 ５３６　名　

　　医師 １５７　名　 １８　名　 ７８　名　 １２５　名　

　　　　外科系（注２） ５４　名　 ６　名　 ２７　名　 ４３　名　

　　　　外科系以外 １０３　名　 １２　名　 ５１　名　 ８２　名　

　　看護師 ３９７　名　 ５２　名　 １９８　名　 ３１７　名　

　　コメディカル ８１　名　 １０　名　 ４０　名　 ６４　名　

　　事務 ３８　名　 ３　名　 １９　名　 ３０　名　

（注１）  熊本地震発生当日（本震 平成28年4月16日1時25分発生）の熊本赤十字病院の職員参集率（51％）を参考とした。
　　　　　発災から3日目に職員参集率が80％に達すると想定する。

　　　　　（参照：「熊本地震 ２０１６熊本赤十字病院の活動記録　－ 大震災の教訓と未来への提言―」p.40）
 

（注２） 外科系医師：外科、整形外科、形成外科、美容外科、脳神経外科、呼吸器外科、心臓血管外科、小児外科
　　　　　（参照：総務省消防庁 「東海地震に係る広域的な地震防災体制のあり方に関する調査検討報告書」

　　　　　　資料５「災害応急対策の種類に応じた需要数量、供給数量の算出の考え方」平成１５年３月）
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５ 業務継続のための措置 

（１）災害対策本部の業務遂行体制 

 ①執務環境及びスペースの確保 

  会議室や共用スペースの片付け、コピー機等の不具合の対応、飲食物の確保、 

休憩スペースの確保等を行います。 

  

 ②職員の持続可能な勤務のための措置 

  本部業務に従事する職員の健康管理に留意するとともに、職員の交代による勤 

務体制を整え、勤務時間終了職員は必ず帰宅させます。なお、帰宅困難な場合

は、院内に確保する休憩、仮眠スペースで休養をとることとします。 

  

 ③物資等の調達 

  医療・診療材料、食糧等必要物資が不足することのないよう、調達ルートの確 

保及び早期の調達再開に努めます。 

 

④帰宅困難者等への対応 

  帰宅困難な職員の休憩、仮眠のための場所を確保します。 

  来院中に被災した帰宅困難者のため、会議室等を一時退避場所として確保し、 

提供することとしますが、近隣の避難所設営後は入院患者以外の来院者はそちら 

に誘導し、診療等の場所の確保に努めます。 

 

（２）職員の応援体制 

非常時優先業務の実施にあたり、必要な人員数に過不足が生じる場合は、次のと 

おり職員配置の調整を行います。 

①各部署 

  各部署において非常時災害業務の実施にあたり、人員が不足する場合は、ま

ず、一次調整として各部署内で参集可能人員を確保することとし、部署内で不足

が生じる場合は、職員班に応援を要請します。 

  また、調整に必要な情報を把握するため、各部署は、職員班に部署職員の安否 

 情報、参集人数、施設・物品被害状況、受入可能病床数、診療可能性などのアセ 

 スメント情報を随時報告します。 

  

 ②職員班 

  職員班は、各部署からの報告を基に、初期診療ポストの人員配置や搬送班の編 

 成など部署横断的な人的資源の配分調整を行います。 
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（３）指揮命令の確保 

 地震発生時においても組織を維持し、業務を適切に継続するためには、指揮命令

系統が確立されていることが重要です。発災時に管理職にある者が不在の場合にお

いては、各部署で予め定める方法により意思決定権者を決定しておく。 

 

（４）病床運営の原則 

 入院については、現在入院している要治療患者を最優先します。 

 退院については、当日退院予定であった患者を第一候補として順次調整します。 

 

第４章 浸水災害 

浸水災害を想定するにあたっては、国土交通省九州地方整備局大分河川国道事務所が

平成２８年５月に作成した「大分川水系大分川洪水浸水想定区域図」を参考とします。 

１ 「大分川水系大分川洪水浸水想定区域図」の災害想定 

区域図の想定の前提となる降雨量は大分川流域の４８時間総雨量が９１１ｍｍとされ

ています。なお、平成２９年７月に発生した九州北部豪雨の２日間雨量は福岡県朝倉市

で５８６ｍｍ、大分県日田市で４０２ｍｍでした。（H29.7.19 気象庁報道発表参考資

料） 

 

２ 予想される浸水想定区域 

 想定される最大規模の浸水では、県立病院周辺は３ｍ～５ｍ未満の水深が予想され、

浸水継続時間は１２時間から２４時間未満と予想されています。 

○予想浸水深                ○予想浸水継続時間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 当院における対策 

 当院は、大分川の基準観測所「府内大橋」の水位を水防における基準とし、責任者

（下記参照）の指示により以下のとおり対応します。 
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（１）責任者（優先順位） 

院長→防災危機管理委員長→副院長→当直医師間で決定された責任当直医師の順

で責任者を決定します。  

   

（２）対策室の設置場所 

浸水被害が想定される場合は、看護部長室を対策室とします。 

 

（３）地下及び１階の検査機器・物品等の移動 

  該当する物品を２階へ移動します（ただしエレベーターホールは不可）。平日は

職員及び委託業者が対応し、休日夜間については院内にいる職員で対応します。 

  移動が完了したら各部門責任者は対策室へ報告します。 

 

（４）防水板の設置 

   防災センター及びエネルギーセンター職員で防水板の設置を行います。事務職員

は防水板の設置状況を適宜院内に周知するとともに、全ての防水板が設置され、救

急外来を閉鎖する場合は大分市消防局に連絡します。 

 

（５）防水シート、土のうの設置 

   防水板と同様に、防災センター及びエネルギーセンター職員が設置を行います。 

 

 

※浸水対策に係る詳細は院内ライブラリに掲載 

 マニュアル・規定関係 → 【★★緊急事態関係★★】 → 浸水対策 

 

 

○基準観測所「府内大橋」における水位等を参考にした院内の対応 

院内の対応 水位のめやす 水位の名称 大分市発令 備考 

情報収集 ３．９ｍ 氾濫注意水位（警戒水

位） 

 過去最高

水位 

6.63ｍ 

 

R2.7.8 

防水板設置 ６．６ｍ 避難判断水位 避難指示発令 

 

避難 

７．０ｍ 氾濫危険水位（危険水

位） 

 

７．８９ｍ 計画高水位  
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○収集すべき情報の例 

発出機関 収集する情報 情報の種類 収集手段 

気象庁 気象情報 大雨・洪水警報 http://www.jma.go.jp/jp/warn/350_

table.html 

記録的短時間大雨情報 http://www.jma.go.jp/jp/kishojoho/

350_index.html 

国土 

交通省 

河川水位 観測所「府内大橋」の水

位の時間変化 

http://www.river.go.jp/ 

（川の防災情報） 

大分県 水位到達情報 

 

・氾濫警戒情報 

・氾濫危険情報 

・氾濫発生情報 

県民安全安心メール 

大分県災害警戒本部等からの

FAX 

大分市 周辺の情報 ・高齢者等避難 

・避難指示 

・緊急安全確保 

大分市防災メール 

大分市からの FAX 

 

４ 発生直後から復旧までの各フェーズの医療需要 

当院が浸水した場合、周辺道路も冠水しており患者は搬送されて来ません。外部から 

の医療需要については考慮せず、院内の患者、来院者及び職員の安全を第一に事業の継

続可否について判断します。なお、浸水時の避難については、「洪水時の避難確保計

画」に基づき上層階への避難を実施します。 

また、２４時間経過後水が引き、道路の通行規制が解除された後でも、当院１階から

２階にかけて浸水被害を受けるため、外来患者の受入は施設が復旧するまで不可能と予

想されます。 

 

５ ライフラインの想定 

高さ１ｍの防水板を各所に配備していますが、１ｍを超える浸水があった場合には、

エネルギー棟１階の井戸水濾過設備やボイラー設備、冷暖房設備、本館地下の給湯設

備、屋外の酸素用タンク（タンクが破損した場合）は使用できなくなります。 

自家発電設備や医療ガス設備（酸素を除く）、井戸水・大分市水用受水槽、受変電設

備の一部については、浸水対策設備棟（令和５年６月新設）へ移設したため、これらの

設備が被災することはありませんが、井戸水は濾過設備が被災するため使用できなくな

ります。井戸水が使用できなくなった場合には、大分市水に切り替えることになります

が、さらに、大分市水が断水した場合には、受水槽や高架水槽に残っている水（想定残

量 200  程度）のみとなりますので、使用を制限する必要があります。 

なお、屋外の酸素用タンクが被災した場合を想定して、浸水対策設備棟に予備酸素ボ

ンベを配備して病院内に配管で供給することにしていますが、備蓄量は１日分のためボ

ンベの補給または病棟などへの運搬が必要となります。 
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６ 病院１階浸水時の対応 

浸水が病院内に及んだ場合には、土嚢や排水ポンプなどにより被害を最小限に抑える

行動をとります。 

 

第５章 地震災害 

１ 本県が想定する今後の地震災害 

 地震災害の想定にあたっては、本県が平成２５年３月に調査した「大分県地震津波被 

害想定調査報告」を参考とします。 

（１）「大分県地震津波被害想定調査」の目的 

 本県では、平成２０年３月に阪神淡路大震災規模を想定し、主に直下型地震（活断層 

型地震）に係る地震被害想定調査を行い、防災・減災対策を推進してきましたが、平成

２３年３月１１日に発生した東日本大震災を受け、本県において津波被害が想定される

以下の３つの震源・波源域に関する被害想定調査を改めて行っています。 

・南海トラフの巨大地震（東海・東南海・南海地震の連動と日向灘への震源域の拡

大） 

・別府湾の地震（慶長豊後型地震） 

・周防灘断層群主部  

 この調査は、地震・津波による具体的な人的・物的被害を推計し、避難所運営、備蓄 

物資、災害廃棄物の処理用地の確保など今後の県・市町村の防災・減災対策の資料とす 

るために行ったものです。  

 

（２）想定するシーンと被害の特徴 

想定される被害が異なる３種類の特徴的シーン（季節・時刻）を設定しました。 

【参考】各地震毎の市町村別最大震度一覧表
医療圏 市町村 南海ﾄﾗﾌ 別府湾 周防灘 医療圏 市町村 南海ﾄﾗﾌ 別府湾 周防灘
中部 大分市 ６強 ７ ５強 南部 佐伯市 ６強 ５弱 ４

臼杵市 ６弱 ６弱 ４ 豊肥 竹田市 ６弱 ６弱 ４
津久見市 ５強 ５強 ４ 豊後大野市 ６強 ６弱 ５弱
由布市 ５強 ７ ５弱 西部 日田市 ５強 ５弱 ５弱

東部 別府市 ５強 ７ ５弱 九重町 ５強 ６強 ４
杵築市 ６弱 ７ ５強 玖珠町 ５強 ６強 ５弱
国東市 ５強 ６弱 ６弱 北部 中津市 ５弱 ５強 ６弱
姫島村 ５弱 ４ ５強 豊後高田市 ５弱 ５強 ６強
日出町 ５強 ７ ５弱 宇佐市 ５強 ６強 ６弱

【単位：人】

地震名 季節・時刻 死者数 重篤者 重傷者 中等傷 
冬５時 19,053 3 5,451 10,815
夏12時 21,332 5 2,144 4,447
冬18時 21,923 5 2,063 4,257
冬５時 26,234 48 5,145 12,984
夏12時 33,646 67 3,228 9,802
冬18時 36,399 90 3,298 9,699
冬５時 959 - 422 820
夏12時 804 0 185 362
冬18時 901 0 199 388

南海トラフ巨大地震

別府湾の地震（慶長豊後型地震）

周防灘断層群主部
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（３）主な被害想定結果（最大被害） 

○人的被害 

 ○建物被害 

（４）「地震調査研究本部」が公表している各地震の発生確率 

 

 

 

 

 

○南海トラフの海溝型地震

30年以内 50年以内

70%～80%
90%程度若し
くはそれ以上

60%程度 90%程度

注１

注２

　上記地震が同時又は相互に近接して発生する可能性は高いと考えられてい
るが、その発生確率は公表されていない。
　千田 大分大学名誉教授が共同で行った佐伯市米水津の龍神池での津波堆
積物調査に基づく。

発生確率（％）
特記事項

大津波を伴う地震が、約300年
～400年と約700年の間隔で繰
り返し発生したと推定される
（直近は1707年の宝永地震）

領域又は地震名

東南海地震

南海地震

○活断層型地震

30年以内 100年以内

別府湾－日出生断
層帯（東部）

（別府湾断層帯） 　ほぼ0
　ほぼ0
    ～0.005

大分平野－由布院
断層帯（東部）

（別府地溝南縁断
層帯）

　0.03
    ～4

　0.2
    ～10

周防灘断層群（主
部）

2～4 7～10 －

活断層名
発生確率（％）

特記事項

※別府湾を震源とする地震と
して、1596年の慶長豊後地震
があるが、発生メカニズム
は、引き続き検討が必要であ
る。

シーン設定 被害の特徴

①冬の朝５時
・多くの人が自宅で就寝中に被災、家屋倒壊による人的被害の危険性が
高く、津波からの避難が遅れる可能性がある。

②夏の昼１２時
・木造建築物内の滞留人口が１日の中で少ない時間帯。
・事務所、繁華街等に滞留者多く、自宅外で被災する可能性が高い。

③冬の夕方１８時
・住宅、飲食店で火気使用が最も多い時間帯。
・事務所や繁華街周辺での滞留者多く、帰宅ラッシュ時に近い状況。

【単位：棟】

地震名 季節・時刻 全壊・焼失 半壊 床上浸水 床下浸水
冬５時 30,079
夏12時 30,083
冬18時 30,095
冬５時 79,911
夏12時 81,000
冬18時 83,027
冬５時 574
夏12時 574
冬18時 574

南海トラフ巨大地震

別府湾の地震（慶長豊後型地震）

周防灘断層群主部

7,838

1,2832,4311,831

3,8928,36056,730

20,71930,652
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２ 当院のＢＣＰ策定にあたっての地震の想定 今後３０年以内の発生確率が７０％～

８０％と高く、県内全域で震度５を越える揺れが想定（大分市は震度６強）され、ま 

た、３ｍを超える津波が沿岸市町村を襲う「南海トラフの巨大地震」を本計画で想定す

る災害とします。 
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（１）南海トラフ巨大地震における大分県の被害想定（被害が最大のケース） 

 ・全壊棟数（冬１８時）：３０，０９５棟 

 ・重篤者数（冬１８時）：     ５人 

 ・重症者数（冬１８時）： ２，０６３人 

 ・中等症者数（冬１８時）：４，２５７人   負傷者数計 ６，３２５人   

 ・死亡者数（冬１８時）：２１，９２３人 

 ◯最大津波高と到達予測時間 

  ・大分市：最大津波高 ８．３１ｍ（佐賀関漁港） 到達予測時間（１ｍ）５３分 

  ・佐伯市：最大津波高１３．５０ｍ        到達予測時間（１ｍ）２６分 

 

（２）南海トラフ巨大地震における大分市の被害想定（被害が最大のケース） 

 ・全壊棟数（冬１８時）：４，６８４棟 

 ・重篤者数（冬１８時）：    ４人 

 ・重症者数（冬１８時）：  ９８１人 

 ・中等症者数（冬１８時）２，１０２人    負傷者数計 ３，０８７人   

 ・死亡者数（冬１８時）：５，１８５人 

 

３ 当院における対策 

 地震災害発生時の当院における対策は災害対応マニュアルにまとめています。本マニ

ュアルは地震災害を想定していますが、その他の災害時でも事業を継続する場合はこれ

に準じることとします。 

 

大分県立病院
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４ 発生直後から復旧までの各フェーズの医療需要 

（１）医療需要の推移の想定 

 災害時は、時間の経過とともに変化する医療需要に対し、迅速に対応することが重要 

です。主な医療需要は次のとおりです。 

 〇発災直後～７２時間 

  ・倒壊・火災・交通事故等による負傷者等の発生 

  ・主に軽傷者が自力で病院や医療救護所等に来院 

  ・救助された外傷系の傷病者が徐々に運ばれてくる 

 〇発災後４日～７日 

  ・避難者等の慢性疾患、公衆衛生、巡回診療へのニーズが発生 

  ・救助された外傷系の患者への集中治療 

  ・人工透析患者、人工呼吸器を要する患者等へのニーズが増加 

 

 〇発災後８日～３０日 

  ・避難者等の慢性疾患、公衆衛生、巡回診療へのニーズが発生 

  ・こころのケア 

  ・一般診療 

（２）来院する患者数の想定 

 本県が平成２５年３月に調査した「大分県地震津波被害想定調査報告」によると、大 

分市内の重症者（赤ポスト）は９８５人（重篤者４名 重症者９８１名）と想定されて

います。大分市内の災害拠点病院３箇所（県立病院・アルメイダ病院・大分日赤病院）

へ搬送されると想定すると１病院あたり３２８人の重症者が搬送されます。 

 また、大分市内の中等傷者（黄ポスト）は２，１０２人と想定されているため、大分

市内の二次救急医療機関１０病院へ搬送されると想定すると１病院あたり２１０人の中

等傷者が搬送されます。  

 ただし、大分市外からの搬送及び医療機関によっては津波被害等により診療機能が失

われることも考えられるため、災害拠点病院として通常の２倍近くの入院患者が県立病

院に搬送されることを想定する必要があります。 

 

 

発災により新たに
発生する業務

・傷病者トリアージ
・緊急処置のための病床確保
・ＤＭＡＴ派遣要請
・重症者の広域搬送
・医療用資機材(不足分)の調達

・入院患者の転院・退院調整
・不足する医薬品・物品・食料
等の調達
・交代要員の確保
・黒エリアの遺体をどうするか

・応急診療から一般診療へ

区分
フェーズⅠ

（超急性期）
発生～７２時間

フェーズⅡ
（急性期）
４日～７日

フェーズⅢ
（亜急性期）
８日～３０日

発生後生じる
医療需要

・外傷者等重症者の救命医療
・外傷、集中治療
・透析患者、難病患者の受入れ

・透析患者、難病患者の受入れ
・感染症治療
・こころのケア



 

- 31 - 

 

○重傷者の治療にあたる外科系医師数の充足状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内 訳 重症者数　（病床必要者数）

　A　重症者数（3日間の来院数と仮定） ６１０　人

　B　外科系医師１人当たり診療可能人数
　　（１人当たり5人/日×3日間）　（注）

１５　人

　A/B　重症者対応　外科系医師必要数
　　（3日間の延べ人数）

４１　人

　C　県病の外科系医師数(3日間の延べ人数)
　　（外科系医師数×3日間）

７２　人

　D　発災後3日間の県病の外科系医師予測数
　※　参集率80％と仮定　（C×80％）

５７　人

　A/B－D　県病の発災後3日間の外科系医師
　　　　　過不足

充足

（注） 外科系医師：外科、整形外科、形成外科、美容外科、脳神経外科、呼吸器
外科、心臓血管外科、小児外科（総務省消防庁 「東海地震に係る広域的な地震防
災体制のあり方に関する調査検討報告書」 資料５「災害応急対策の種類に応じた
需要数量、供給数量の算出の考え方」（平成１５年３月）参照。

県病受入れ傷病者数
　重症者 ３２８人 　重症者 　  　６１０人
　中等傷者 ２１０人 ⇒ 　中等傷者   　　３９０人

計 ５３８人 計 約１，０００人
※重症者・中等症者の割合で試算
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第６章 当院の施設の災害耐性と被害想定 

１ 耐浸水性 

（１）浸水対策設備棟 

 想定される最大規模の浸水時も、設置設備が被災することはありません。 

（２）防水板の高さ・設置場所 

 防水板の高さは１ｍであり、想定される最大規模の浸水時には機能しないこと

が予想されます。 

 

  

○本館

型式 備考

救急入口 スライド式

職員・時間外出入り口 スライド式

地下スロープ出入り口 電動起伏式

ＲＩ廃棄物保管庫入口 脱着式 常時設置

脱着式 収納ボックス(３）

放射線治療室入口 脱着式 収納ボックス(１ｂ)

脱着式 収納ボックス(１ａ)(１ｂ)

南面 スタッフスペース外側 スイング式 9ヶ所

東面 外来・入退院入口 スライド式

○総合周産期母子医療センター

型式 備考

北面 周産期エレベーターホール入口 脱着式 収納ボックス(１ａ)

東面 周産期玄関 脱着式 収納ボックス(１ａ)

南面 待合外側 スイング式 2ヶ所

○エネルギー棟

型式 備考

北面 発電気室入口 脱着式 部屋内収納

西面 エネルギー棟通用口 脱着式 部屋内収納

○増築棟

型式 備考

南面 精神医療センター連絡通路側 脱着式 直近階段室収容

○精神医療センター

型式 備考

東面 連絡通路側 シート式

南面 救急入口 シート式

設置場所

北面

西面

設置場所

設置場所

設置場所

設置場所
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２ 耐震性 

 

建築基準法では、震度５強程度まではほとんど損傷しないこと、震度７に達するまで 

は、倒壊・崩壊せず、部分補修を行うことによりその後の継続利用もできることが耐震

基準として規定されています。大分県立病院はこの耐震基準を満たしています。なお、

震度７以上の地震ではほとんどの家具が大きく移動し、壁のタイル、窓ガラスが破損、

落下し、散乱すると予想されます。 

 

 

 

 

 

 

 

  

該当箇所に
「○」を記入

対象 
５弱・５強

想定される震度に応じた被害状況 

未固定の設備のほとんどが移
動、転倒します。

６弱 ６強

未固定の什器類の多くが転倒
します。工具・器具類も散乱し
ます。

未固定の什器類のほとんどが
転倒します。工具・器具類も散
乱します。

耐震性の低い建物は、倒壊す
るものがあります。耐震性が高
い建物でも壁、柱が破壊するも
のがあります。

病院建物

機械及び装置

工具・器具・備品 吊り下げ物は激しく揺れ、什器
等に収納している工具・器具類
が落下することがあります。

耐震性の低い建物は、壁、梁、
柱等に大きな亀裂が生じるもの
があります（倒壊には至らな
い）。

耐震性の低い建物は、壁や柱
が破壊するものがあります。耐
震性の高い建物でも大きな亀
裂が生じるものがあります。

未固定の不安定な設備が倒れ
ることがあります。計器、PC等
が台等から落下することがあり
ます。

未固定の設備の多くが移動、
転倒します。
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３ ライフライン・設備被害の影響 
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（２）都市ガス ・西門ｶﾞﾊﾞﾅ室で減圧→院内 □供給会社 《診療部門》

・地震発生時各使用部署の □ｶﾞﾊﾞﾅ室（西門） ×2F検査室（滅菌：病理、微生物）

　バルブで遮断 □バルブ ×2F歯科（技工）

・病棟階への供給なし 《薬剤部》

×製剤（薬品融解、アンプル）

《栄養管理部》

×ガス調理器

〔熱源機器〕：本館、周産期

冷温水発生機 □ｴﾈﾙｷﾞｰ棟1F ×冷暖房

150RT　1基（都市ガス専用） □商用電源 △商用電源停止時は使用制限

500RT　1基 □自家発電 ×自家発停止時は使用不能

（都市ガス・灯油兼用） □震度5以上 ×震度5以上で自動停止

600RT　1基 ★都市ガス・灯油兼用型は灯油

（都市ガス・灯油兼用） に切替可能

ボイラー ×暖房、湯、蒸気供給

3ｔ型　2基 △商用電源停止時は使用制限

（都市ガス・灯油兼用） ×自家発停止時は使用不能

×震度5以上で自動停止

★灯油に切替可能

〔熱源機器〕：精神医療ｾﾝﾀｰ

パッケージエアコン（GHP） □精神ｾﾝﾀｰ屋上 ×冷暖房

△商用電源停止時は使用制限

×自家発停止時は使用不能

給湯器 ×給湯器

△商用電源停止時は使用制限

×自家発停止時は使用不能

①灯油 灯油タンク □給油口：西門

備蓄量　20KL □灯油調達先 ★調達不能時は冷暖房、給湯、都市ガス及び灯油調達不能時は

毎年度　5KL消費&購入 冷暖房、給湯、蒸気使用不能

燃料サービスタンク □ｴﾈﾙｷﾞｰ棟1F

650L　1基

ライフライン 設備の概要 確認事項 障害時：○使える　×使えない
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【参考】過去の大規模地震の例（ライフライン等およそ95％復旧までの所要日数）

電力 上下水道 都市ガス 固定電話

 熊本地震 ３日 １０日 １４日 ３日

 東日本大震災 ７日 ４１日 ３６日 １４日

 阪神淡路大震災 ３日 ４３日 ７１日 １４日
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑧

⑨

⑩

⑦

防災
センター

待合ホール

中庭

ＣＴ室
血管造影室

ＲＩ検査室

Ｘ線撮影室
ＭＲＩ室

薬剤部

正
面
玄
関

救急室

時間外出入口

内視鏡室

放射線
治療室

（⑪，⑫：周産期センター、⑬：三養院、⑭：ヘリポート、⑯，⑰：精神医療センター）

⑮

患者総合
支援センター

外来化学

療法室

周産期
センターへ

増築棟

精神医療
センターへ
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- 40 - 

第７章 受援計画 

１ 対外的な情報発信 

 暫定災害対策本部又は情報対策室は、発災時には被害状況等に関する院内情報を迅速

に収集し、ＥＭＩＳ（Emergency Medical Information System：広域災害救急医療情報シス

テム）に入力します。（目標：３時間以内に第一報を入力。）これにより、大分県災害

対策本部は、関係機関に対して適切な支援を行うべく、保健医療活動の総合調整を行う

こととなっています。 

 なお、ＥＭＩＳが機能していない場合、FAX や衛星携帯電話等を活用して、大分県災

害対策本部に被害状況等の情報を報告します。 

 また、ＥＭＩＳの入力が特定の個人に限定されることのないように、機関コードとパ

スワードを持出用パソコンに貼付するなど、情報発信の迅速化に努めます。 

 

２ ＤＭＡＴ（Disaster Medical Assistance Team：災害派遣医療チーム） 

（１）当院ＤＭＡＴの役割 

当院のＤＭＡＴ隊員は災害時には院内の診療活動の中心となるとともに、院外への派

遣要請にも備える必要があります。ＤＭＡＴの院外への派遣は、県からの要請に基づき

当院統括ＤＭＡＴがチームを編成し、院長に報告のうえ行います。 

 

（２）受援 

発災時の院内の人的資源不足を補うためＥＭＩＳ等で応援を要請した場合、あるいは

大規模災害発生時に当院に活動拠点本部が設置された場合には、院外から複数のＤＭＡ

Ｔが派遣されることが想定されます。 

ＤＭＡＴの受入要請については情報対策室が窓口となりますが、院外からのＤＭＡＴ

到着時は、院内のＤＭＡＴを中心に対応することとします。 

 

（３）平常時の取組 

当院のＤＭＡＴ隊員が異動等による人員不足に陥らないよう継続的な育成及び計画的

な増員に努めるとともに、隊員の技能維持研修の参加を推進します。 

また、院外からＤＭＡＴが多数来院する事態に備え、予めＤＭＡＴが利用する場所を

以下のとおり定めておき、災害時にＤＭＡＴの活動が円滑に行われるよう準備しておく

こととします。 

    【院外ＤＭＡＴ利用予定場所】 

項目 使用場所 

駐車場 職員駐車場 

待機場所 本館３階 地域医療室 

災害活動拠点本部 本館３階 講堂 

衛星電話アンテナ 本館３階 西側ベランダ 
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（４）ＤＭＡＴ隊員の養成方針 

ＤＭＡＴを５チーム以上編成できるように計画的に隊員の増員に努めます。 

隊員編成の内訳は、医師５名以上、看護師１０名以上、ロジスティック５名以上の隊

員となります。隊員選考は、原則本人の希望によりますが、希望者がいない場合の選考

方法については、医師の隊員の選考は、院長の推薦により行います。看護師の隊員の選

考は、看護部長の推薦により行います。ロジスティック隊員の選考方法等は以下のとお

りとします。 

 

①ロジスティック隊員の内訳 

   放射線技師２名、臨床検査技師２名、その他の部署１名 

  ※一部の部署に負担がかからないように均等に振り分けます。 

 

②選考基準 

   年齢（勤務３年以上～満４５歳） 

  （医療現場での経験を要し、今後も一定期間ＤＭＡＴ隊員として活動できる者（大

分県立病院に長期勤務が見込める者））とします。 

  ※新規募集者は、満４５歳までとし、満４５歳で除隊ではありません。 

   

③今後の確保計画 

希望者がいない場合、各職種から以下の計画で隊員を養成します。（推薦は各所

属部長が行います。） 

令和２年度・・・１名（放射線技師・臨床検査技師） 

令和３年度・・・１名（その他の部署） 

令和４年度・・・１名（放射線技師・臨床検査技師） 

 令和５年度・・・１名 

   その他の部署のローテーションは、該当者（勤務３年以上～満４５歳）が対象年

度に１番多く在職している部署からとします。（隊員が退職等により脱退した場合

は、次のローテーション部署からの選出とします。） 

  

 ④ロジスティック隊員の任用期間 

   隊員には、災害医療現場への出動以外に、２回／５年の技能維持研修、各１回／

年の全国・九州ブロック実動訓練参加が任務として課せられます。これらの任務

は、体力的、精神的にも非常に負担が大きいため任用期間は原則１０年とし、本人

が希望する場合を除き、隊員入れ替えとします。 
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３ 災害時関係機関連絡先 

機関名 連絡窓口 電話番号    ＦＡＸ番号 

■官公庁 

大分県災害対策本部 病院局長（随行：総務

班） 

 

大分県災害対策本部 

福祉保健医療部 

医療活動支援班  

大分県 健康づくり支援課 097-506-2669  097-506-1735 

大分県 医療政策課 097-506-2659  097-506-1734 

大分県 薬務室 097-506-2650  097-506-1828 

大分県 大分土木事務所 097-558-2141  097-552-5701 

大分県 臼杵土木事務所 0972-63-4136  0972-63-7885 

大分市 防災危機管理課 097-537-5664  097-533-0252 

大分市消防局 警防課 097-532-2199  097-532-7018 

■電気関係 

九州電力 

停電情報は HP 

大分営業所・配電事業所 0120-986-504 

 

ガソリン調達先 病院災害対策本部 施設物品班（5857）：物品管理班が調達 

■ガス関係 

都市ガス 大分ガス 0977-24-2111  0977-22-2475 

医療ガス 江藤酸素株式会社 097-556-8123  097-556-8861 

灯油調達先 病院災害対策本部 施設物品班（5857）：物品管理班が調達 

■水道関係 

大分市上下水道局 浄水課 

（古国府浄水場） 

097-543-8911  097-544-7325 

■設備関係 

固定電話 NTT 西日本 大分支店 097-537-6650  097-538-7017 

衛星電話 NTTDoCoMo 大分支店 097-532-3996（法人営業担当） 

電子カルテ 

病院災害対策本部 情報対策室（5854）に連絡 院内スマホ 

 インターネット 

県庁 e-ｵﾌｨｽｼｽﾃﾑ 県情報政策課ヘルプデスク 097-506-2454、2455 

 

 

  

http://www.kyuden.co.jp/info_teiden/ooita.html 

※県が締結している包括協定に関する連絡は総務班総括を通じて災対本部あて行う 
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４ 医療機関相互連携 

 地震発生直後の多数の負傷者が発生し、医療需要が急増している状況では、他の医療

機関等との広域的な連携が重要となるため、現在、以下の協定を締結しています。 

 

  

協定名 応援内容 締結日

長崎大学関連病院長会　災害時病院
連携ネットワーク

・患者の受入
・物資の支援

平成29年8月10日
長崎大学関連病院長会　災害時病院連携ネットワーク参
加病院（長崎県、佐賀県、福岡県、大分県、山口県、広
島県、静岡県　51医療機関）

災害時における医療機関相互応援に
関する協定

・医療機器
　医薬品類
　食料その他応援物資
・医療従事者の派遣
・その他要請事項

平成25年4月26日

全国自治体病院協議会大分県支部
災害時における医療機関相互応援に
関する協定

・医療機器
　医薬品類
　食料その他応援物資
・医療従事者の派遣
・その他要請事項

平成29年10月1日

鹿児島市立病院

沖縄県立南部医療センター・こども医療センター

中津市立中津市民病院
国東市民病院
杵築市立山香病院
豊後大野市民病院

協定先

福岡市民病院

佐賀県医療センター好生館

長崎市立市民病院

熊本市民病院

宮崎県立宮崎病院

【参考】大分県が締結している災害対応・防災に関する協定等
協定名 協定先 担当課 締結日

緊急救援輸送に関する協定 (社)大分県トラック協会 交通政策課 平成30年4月2日

緊急・救援輸送に関する協定 （一社）大分県バス協会 交通政策課 平成29年3月3日

緊急・救援輸送に関する協定 （一社）大分県タクシー
協会

交通政策課 平成30年2月26日

大分県と株式会社ローソンとの地域
協働事業に関する包括協定

(株)ローソン 地域活力応援室 平成19年5月9日

災害時における被災者の支援及び燃
料の優先供給等に関する協定

大分県石油商業組合 工業振興課 平成26年5月15日

災害時における医薬品等の供給等に
関する協定

大分県医薬品卸業協会 薬務室 平成9年10月30日

災害時における医療用具等の供給等
に関する協定

大分県医療機器協会 薬務室 平成16年4月20日

災害時における医療ガス等の供給等
に関する協定

一般社団法人日本産業・
医療ガス協会九州地域本
部

薬務室 平成24年11月16日

地震時等における被災建築物応急危
険度判定等に関する協定書

公益社団法人　大分県建
築士会

建築住宅課 平成28年7月1日・応急危険度の判定活動

・災対法76条に定める緊急通
行車両への優先的な燃料供給
・災害拠点病院その他災害応
急対策上特に重要な施設に対
して優先的に燃料を供給

応援内容（抜粋）

・緊急・救援輸送

・被災者（滞留者を含む。）
の輸送業務
・災害応急対策に必要な要因
の輸送業務
・その他バスによる支援業務

・被災者（滞留者を含む。）
の輸送業務
・災害応急対策に必要な要因
の輸送業務
・透析患者等の傷病者の福祉
タクシー車両による輸送業務
・その他タクシーによる支援
業務

・防災と災害時の支援

災害用医薬品*を適正な価格で
県に供給。
＊医薬品その他県が指定するもの
で、大分県医薬品卸業協会が供給
可能なもの

災害用医療用具*を適正な価格
で県に供給。
*医療用具、衛生材料その他県が指
定するもので、大分県医療機器協
会が供給可能なもの

災害用医療ガス等*を適正な価
格で県に供給。
*医療ガス、医療ガスの使用にあた
り必要となる資機材等その他県が
指定するもので、一般社団法人日
本産業・医療ガス協会九州地域本
部が供給可能なもの
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第８章 今後の取組 

１ 事業継続マネジメント（ＢＣＭ）の推進 

災害時にも医療を継続するためには、日ごろから本計画を管理・運用する事業継続マ

ネジメント（ＢＣＭ：Business Continuity Management）を推進していくことが必要です。  

当院は、事務局を中心に、ＰＤＣＡサイクルを通じて、本計画および本計画の遂行体

制の持続的改善に取り組みます。 

 

（１）平常時のＢＣＰの策定・管理体制 

 平常時から災害に備えるため、総務経営課企画班にＢＣＰ担当を配置し、各部署の協

力を得ながら計画の策定や見直し、必要物品の整備や計画の進捗管理等を行います 。 

 ＢＣＰ担当が行うこと 

●本計画の整備に関すること（BCP の作成、改訂、管理） 

●対外的な対応と委員会との関係（DMAT 関連、関連会議、対外的な訓練等） 

 会計管理課と協力して行うこと 

●ロジスティックス（物品、医薬品、燃料、通信等の確保）に関すること 

●連絡体制の整備等に関すること（EMIS、防災無線、衛星通信、院内無線等） 

 防災危機管理委員会と協力して行うこと 

●職員の災害対応訓練、教育、啓発に関すること 

 

（２）ＰＤＣＡサイクル 

①計画の策定（ＰＬＡＮ） 

  本計画で定めた非常時優先業務を確実に遂行するため、各部門は必要に応じて適宜 

 災害対応マニュアルの整備や課題の改善に取り組みます。 

 

②研修と訓練（ＤＯ） 

  職員全員が災害時に的確な対応ができるように、本計画の趣旨に基づき、継続的に 

 トリアージ研修及び各種訓練を実施します。 

 

③点検と検証（ＣＨＥＣＫ） 

  各部署は、年１回以上、研修や訓練の実施状況や対策の進捗状況を確認するととも 

に、本計画や災害対応マニュアルの点検・検証を行い、本計画の実効性を高めるよう 

務めます。 

 

④見直し（ＡＣＴＩＯＮ） 

  本計画が根拠としている諸計画（「大分県地域防災計画」等）の修正、対策の補強 

 （施設の耐震性の向上等）による本計画の前提要件変更、点検・検証の結果等の視点 

 から、年度１回以上の定期的な見直しを実施します。 
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（３）進捗管理の状況                       Ｒ5.9.8 現在 

 

項目／年度 

 

Ｈ３０ 

 

Ｒ１ 

 

Ｒ２ 

 

Ｒ３ 

 

Ｒ４ 

 

Ｒ５ 

 

Ｒ６ 

 

ＢＣＰ作成 

 

〇 

      

 

ＢＣＰ改定 

 

 〇 

 

 〇 

  

 ○ 

 

  ○ 

  

 

災害対応マニュアル改訂 

  

 〇 

  

 ○ 

 

   ○ 

  

 

日本ＤＭＡＴチーム数 

 

 ２ 

 

 ２ 

 

 ２ 

 

 ３ 

 

   ３ 

  

日本ＤＭＡＴ隊員数 

（医師） 

 

 ５ 

 

 ７ 

 

 ６ 

 

 ６ 

 

  ３ 

  

日本ＤＭＡＴ隊員数 

（看護師） 

 

 ８ 

 

 ８ 

 

 ８ 

 

 ８ 

 

   ６ 

  

日本ＤＭＡＴ隊員数 

（ロジスティック） 

 

 ２ 

 

 ２ 

 

 ２ 

 

 ３ 

 

   ３ 

  

 

２ 教育・訓練等 

（１）教育 

 ＢＣＰは、病院全体において策定されたものであり、災害時に職員個々の行動を規定

したマニュアルとは性格の異なるものです。大分県立病院としてどのような対応を行う

のか全体像を日常的な教育を通して全職員へ周知します。 

 

（２）訓練 

 ＢＣＰに記載した業務が実行可能かを訓練により検証する必要があります。検証にあ

たっては、病院の被害想定を踏まえた訓練を行います。また、大分県立病院単独だけで

なく近隣医療機関や諸関係機関も含めた訓練の実施に努めます。 
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３ 防災訓練における課題と対策 

 ◯平成２９年度実施分（Ｈ３０．３．３） 

課 題 対策（方針）案 

１ 指揮命令系統 ①災害対策本部が新設ポスト設置を決定する。 

②事務局長を副本部長とし、本部長不在時の代理とする。 

③責任者の決定方法を予め定めておく。 

２ 搬送班 ①職員班はリハビリテーション科部、放射線技術部、事務局な

どの各部署から搬送班リーダーを指定し、班編成を行う。 

②リーダーの指示により、新設ポストから病棟等へ患者を搬送

する。 

３ 在庫管理 ①在庫管理は各物品保管担当部署が行う。 

②不足する物品の情報は施設物品班に報告する。 

③調達手段の確保と早期調達再開に努める。 

４ 人員把握の方法 ①大分市内で震度５強以上又は災害レベル３の発生時には、総務経

営課企画班が職員にマメールを一斉送信する。 

②返信された情報は企画班が整理・出力する。 

③災害レベル３発生時には各部署の責任者がマメール未返信者の安

否確認と参集可能性の把握を行うとともに、各部署の職員の安否情

報と参集可否、参集状況を職員班に報告する。 

５ 病床管理（患者調整） 

体制 

①入院については現在入院している要治療患者を最優先する。 

②退院については、当日退院予定であった患者を第一候補とし

て順次調整する。 

②地域連携班看護師は患者調整班として転院調整を行う。 

６ 物品の搬送 ①各部署で必要な物品は各自で保管場所に取りに行く。 

７ 新設ポストの運営 ①各ポスト参集者で責任者を決定し、赤ポストでは連絡調整員

も決定する。 

②各ポストからの入院は連絡調整員が患者調整班と協議して決

定する。 

③救急車、ヘリポートからの動線は防災センターが確保する。 

 ◯平成３０年度実施分（Ｈ３０．８．４） 

課 題 対策（方針）案 

１ 災害対策本部 ①本部長は、災害の危険が解消したと認めたとき、又は多数傷

病者の受入がおおむね収束したと認めたときは災害対策本部会

議で協議したうえで解散を決定。 

２ ＤＭＡＴ ①受入窓口は情報対策室。 

②駐車場、待機場所、本部、衛星アンテナ等の場所を予め決め

ておく。 
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◯平成３０年度実施分（Ｈ３１．２．２３） 

課 題 対策（方針）案 

１ 災害システム ①図上訓練で試行した本システムについて、各部署の意見を踏まえ改修

を行う。 

◯令和元年度実施分（Ｒ１．８．３） 

課 題 対策（方針）案 

１ 災害対策本部 ①災害対策本部要員が不足する状況では、他部署から補充を行う。 

②最重要、急ぐ情報、刻々変わる報告すべき情報は、まずは院内放送で

行う。 

２ 災害システム ①クロノロ入力は、急がないで良い情報を日記として記録して行く。 
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別添資料（帳票類等）※ 参考として帳票類の名称のみ 

 

●報告書 

 ◆被災状況報告書（全部署共通◆本部報告第１報用） 

 ◆被災状況報告書（全部署共通・本部報告続報用） 

 ◆（被災状況報告書（特殊部門）） 

 ◆災害時点検個所一覧（建物被害チェック用） 

 ◆被災患者登録名簿（全部門共通・本部報告用） 

 ◆災害時従事者登録名簿（全部門共通・本部報告用） 

●帳票類 

 ◆院内用トリアージタグ 

 ◆災害カルテ 

 ◆災害時標準診療録（参考資料） 

 ◆災害時照射録 

 ◆災害時処方箋 

●一覧表 

 ◆災害時約束処方一覧 

 ◆災害用医薬品一覧 

 ◆防災倉庫備蓄一覧 

 ◆院内放送文言集（状況別） 

●点検表・チェックリスト 

 ◆防災措置点検表（平常時・部門別） 

 ◆災害対策点検項目（平常時・部門別） 

●特殊運用 

 ◆緊急地震速報対応マニュアル 

 ◆ヘリポート運用マニュアル 

 ◆非常食階上運搬方法（ユニット・リレー方式） 

●その他の資料（参考となる資料、部門別マニュアルなど） 

 ◆災害用語集 

 ◆施設周辺地図（広域避難所） 

 ◆大分県原子力災害対策実施要領 

◆大分川水系大分川洪水浸水想定区域図 

◆大分県立病院防水板設置対応計画 

◆大分県立病院洪水時の避難確保計画 

◆大分県地震津波被害想定調査（平成２５年３月） 
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改定履歴 

 

版 制定／改定年月日 内容 備考 

初版 平成 30 年 7 月 17 日 新規策定  

第２版 平成 31 年 1 月 21 日 項目追加 

①事業継続性判断 

②浸水災害 

③受援計画 

第３版 令和 2 年 2 月 18 日 項目追加 

①ＤＭＡＴ隊員養成 

②浸水時の想定・対応 

③進捗管理 

第４版 令和 3 年 12 月 24 日 項目追加 

①ＢＣＰコアメンバーの

選出 

②浸水対策の追記 

第５版 令和 4 年 8 月 19 日 内容修正 

①非常時優先業務の 

見直し 

②ライフライン修正 

第６版 令和 5 年 9 月 8 日 内容修正 

①浸水対策設備棟新設に

ともなう変更 

②文言の修正 

    

    

    

    

    

    

 


